
【審査項目及び主な評価の視点】

主な評価の視点

管
理
技
術
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ア－１　当該業務関係部門従事期間
・管理技術者が、コンサルタント業務に関連する部門で従事した期間につい
て、その期間の長さで評価を行う（定量評価）。
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ア－２　当該業務関係部門従事期間
・主たる担当技術者が、コンサルタント業務に関連する部門で従事した期間に
ついて、その期間の長さで評価を行う（定量評価）。
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イ－１　同種・類似業務の実績

・管理技術者が、過去６年に本委託業務に関連する業務（同種業務又は類似業
務）を履行した実績の有無で評価を行う。

同種業務　⇒　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定支援業務
類似業務　⇒　同業務に関するアンケート調査等及び同種業務を除く
　　　　　　　行政計画策定支援業務
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イ－２　同種・類似業務の実績

・主たる担当技術者が、過去６年に本委託業務に関連する業務（同種業務又は
類似業務）を履行した実績の有無で評価を行う。

同種業務　⇒　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定支援業務
類似業務　⇒　同業務に関するアンケート調査等及び同種業務を除く
　　　　　　　行政計画策定支援業務
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ウ　第１０期計画策定に係る現状認識度
・主たる担当技術者が、第１０期計画の策定に係る国の方針などの情報や、同
規模の自治体が抱える課題などを認識できているかを確認する。
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エ　地域精通度
・主たる担当技術者が、過去６年に本市又は近畿圏内政令指定都市・中核市・
近隣市（西宮・芦屋・伊丹・宝塚・川西・三田）において履行した同種業務及
び福祉に関する調査分析業務の実績等について、その有無を評価する。

業務内容の理解度が高いかどうかについて、以下の視点を中心に評価する。

・本委託業務の目的、実施条件、内容の重要度・難易度などを的確に反映した
提案内容となっているか。
・高齢者を取り巻く環境・制度変化、また介護保険制度の改定内容を反映した
提案となっているか。

技術者の動員計画について、配置人数、手持ち業務件数（各市町における同
種・同類事業の兼職（予定）状況）等に基づき、その妥当性を評価する。

・配置人数、手持ち業務件数等から、業務の適正な履行が可能な体制となって
いるか。

提案内容のセキュリティ対策について、以下の視点を中心に評価する。

・本委託業務で扱う個人情報について、受渡方法や受領後の管理は適切である
か。
・事務室内外でのセキュリティ対策が十分に考慮されているか。
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オ　計画策定に係る業務理解度

カ　技術者の動員計画

キ　本事業で得た情報のセキュリティ対策



主な評価の視点審査項目

提案内容の的確性について、以下の視点を中心に評価する。

・法令や国の動向に基づく提案となっているか。
・本市の高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画等の取組内容を踏まえている
か。
・「尼崎市総合計画」「あまがさきし地域福祉計画」「地域いきいき健康プラ
ンあまがさき」の取組内容を踏まえているか。
・本市の特性・状況を踏まえているか。
・ニーズ調査の集計、活用方法等が示されているか。

提案内容の実現性について、以下の視点を中心に評価する。

・提案内容を裏付ける、これまでの取組実績やデータが明示されているか。
・提案内容が業務の難易度等を踏まえて、過大又は過小になっていないか。

提案内容の独創性について、以下の視点を中心に評価する。
また、地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する独自の優れた提
案などの有無を評価する。

・データ分析について、仮説を設定し、本市の調査結果を分析することで課題
を明らかにできるような、効果的かつ優れたクロス集計などの手法が提示でき
るか。
・各種調査について、既存のニーズに加え、潜在ニーズの把握を可能とする分
析の視点が提示できるか。
・報告書及び概要版、各種調査の集計について、見やすく、分かりやすいもの
が作成できるか。
・審議会の運営支援について、審議をより円滑に進めるため、他市の実績や学
術的データ、国から独自に取得した情報の提供などができるか。

来年度の冊子作成業務及び会議支援に係る提案内容の実現性などについて、以
下の視点を中心に評価する。

・オ～コまでの事項について、令和７年度だけでなく、令和８年度に実施する
冊子作成業務及び会議支援業務を見据えた提案の有無を評価する。

　  ・市内事業者は10%加算　　・準市内事業者は5%加算　　・事業実施に際して、市内在住者の雇用を行う提言があれば5%加算

※　平成26年3月26日発出尼契第9320号尼行改第3950号「プロポーザル方式（所管課契約及び指定管理者公募選定）における地域経済活性化のための
　取組について（通知）」に基づき、最低基準点以上の事業者について、以下の加点を行う。
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ク　提案内容の的確性

ケ　提案内容の実現性

コ　提案内容の独創性

サ　来年度の計画策定支援業務に係る提案内容の実現性など


